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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は、わが国の米をめぐる経済環境変化を推測した上で、米戸別所得補償制度
の再設計について計量経済分析を行うことである。
　分析の結果、予算制約を念頭に置いた場合、関税率を下落させたとしても約200％は維持し、その上で、平均作付規
模を現在の約10倍まで拡大し、約5千億円の直接支払いを行うという政策オプションが、米戸別所得補償制度の目的を
達成する上で最適な組み合わせになるということが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：  The purpose of this study is to analyze econometrically redesigning the individu
al income compensation policy after predicting changes surrounding rice economy in Japan.
  The results of this study state that the combination of imposing tariff of 200%, increasing average cult
ivated area by 10 times and paying directly 500 billion yen is the best to achieve the purpose of the poli
cy.
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１．研究開始当初の背景 
(1)米戸別所得補償制度が2011年度より本格
実施されることになり、その影響について、
現在、大きな注目が集まっている。 
 
(2)研究代表者は、2010 年 9 月に開催された
食農資源経済学会シンポジウムにおいて、
「戸別所得補償制度下の生産調整と水田利
活用の長期見通し」という研究報告を行った。
そして、米戸別所得補償制度の本格実施に先
立ち、2010 年度に実施されている戸別所得補
償モデル対策を対象に、米戸別所得補償制度
の影響について計量経済分析を行い、以下の
点を明らかにした。 
 
①米戸別所得補償制度が本格実施されたと
しても、主食用米の生産過剰は解消されず、
主食用米の10a当たり生産者価格は下落する。 
 
②現行の米戸別所得補償制度は標準的な生
産費まで所得を補償することはなく、いわゆ
る岩盤対策としては有効性に乏しい。 
 
③米戸別所得補償制度の目的を達成するに
は、制度を再設計する必要がある。 
 
２．研究の目的 
(1)本研究の目的は、上述の食農資源経済学
会シンポジウム報告で研究代表者が計量的
に明らかにした、米戸別所得補償制度の問題
点を克服すべく、米戸別所得補償制度の再設
計について計量経済分析を行うことである。 
 
(2)米戸別所得補償制度の問題点を克服する
ためには、根本的には、不足払い制度に近づ
くよう、米のモデル事業における変動部分の
交付単価の算出基準を見直し、かつ、米戸別
所得補償制度の予算を増額する必要がある。
しかし、予算の増額があまり期待できず、か
つWTO協定との整合性が要請される現在の厳
しい状況下においては、限られた予算の中で、
様々な政策オプションを適切に組み合わせ
ながら、米戸別所得補償制度の目的を達成し
なければならない。 
 
(3)そこで、本研究では、予算の一定程度の
増額も政策オプションの 1 つに加えながら、
米のモデル事業における変動部分交付単価
の算出基準の見直しなど、考えうるいくつか
の政策オプションについて、これらを具体的
にどのような水準で組み合わせれば、予算制
約の下、米戸別所得補償制度の目的を達成で
きるか、計量経済学的に明らかにし、米戸別
所得補償制度の再設計について具体的提言
を行いたい。 
 
３．研究の方法 
(1)わが国の米をめぐる経済環境の現状およ
び将来動向を分析し、米戸別所得補償制度を
再設計するに当たって重要となる経済環境

の変化を明らかにする。 
 
(2)現行の米戸別所得補償制度の問題点につ
いて実態調査分析を行い、米戸別所得補償制
度を再設計するに当たって必要となる政策
オプションを明らかにする。 
 
(3)以上の米をめぐる経済環境の変化と米戸
別所得補償制度の政策オプションの影響に
ついて一元的かつ計量的に分析することが
できる政策シミュレーションモデルを構築
する。また、以上の政策シミュレーション分
析を可能とするコンピュータ・プログラムと
データセットを構築する。 
 
(4) 米をめぐる経済環境の変化と米戸別所
得補償制度の政策オプションの影響につい
て政策シミュレーション分析を行い、今後予
想される経済環境の変化を踏まえた場合、ど
のような政策オプションをいかなる水準で
組み合わせれば、米戸別所得補償制度の目的
を達成することが可能となるか、計量的に明
らかにする。 
 
(5)本研究の意義と残された課題について明
らかにする。 
 
４．研究成果 
(1)わが国の米をめぐる経済環境変化につい
て現状および将来動向を分析した結果、米戸
別所得補償制度を再設計するに当たっては、
わが国の環太平洋経済連携協定（TPP）の締
結可能性を視野に入れることが最も重要で
あることが明らかになった。 
 
(2)現行の米戸別所得補償制度の問題点につ
いて実態調査分析を行った結果、米戸別所得
補償制度を再設計するに当たっては、変動部
分の交付単価算出基準を見直し、直接支払い
を導入すること、また、それと同時に規模拡
大を推進し、関税を一定程度維持することが
重要な政策オプションになるだろうという
ことが明らかになった。さらに、米戸別所得
補償制度を TPP 発効後に実施する場合は、予
算制約が制度の最大の問題となる可能性が
高いことが明らかになった。 
 
(3)以上の米をめぐる経済環境の変化と米戸
別所得補償制度の政策オプションの影響に
ついて一元的かつ計量的に分析することが
できる政策シミュレーションモデルを、研究
代表者らが以前開発した空間均衡モデル（前
田幸嗣・狩野秀之、国際コメ備蓄による食料
安全保障と市場安定化－空間均衡モデルに
よる計量分析－、農業経済研究、Vol.79、2008、
pp.199-216）を改良することにより、新たに
構築した。また、以上の政策シミュレーショ
ン分析を可能とするコンピュータ・プログラ
ムとデータセットを新たに構築した。 
 



(4)以上で構築した政策シミュレーションモ
デル等を利用して、日本産米の外国産米に対
する差別化度を関税に換算し計測した結果、
日本産米の差別化度は縮小傾向にあること
が明らかになった。具体的には、中国産米に
対して年平均 8.5％、アメリカ産米に対して
年平均 3.7％、オーストラリア産米に対して
年平均 1.3％とそれぞれ縮小していることが
明らかになった。 
 
(5)わが国で TPP が発効され、米の関税が撤
廃された場合の影響について政策シミュレ
ーション分析を行った結果、TPP はわが国の
稲作に大打撃を与えることが明らかになっ
た。具体的には、20 年後に純輸入量が約 400
万トンまで増加し、市場価格が 1kg あたり約
120 円まで下落することによって、生産量が
約 470 万トンまで減少し、被害額が約 1.2 億
円となり、自給率が 50％代前半まで大きく下
落することが明らかになった。 
 
(6)わが国で TPP が発効され、米の関税が撤
廃されると同時に、生産調整が廃止され、平
均作付規模が現在の約 10 倍まで拡大された
場合の影響について政策シミュレーション
分析を行った結果、規模拡大は、TPP 参加に
よってわが国稲作が受ける打撃をそれ程抑
制するものではないことが明らかになった。
具体的には、20 年後に純輸入量が約 340 万ト
ンまで増加し、市場価格が 1kg あたり約 120
円まで下落することによって、生産量が約
530 万トンまで減少し、被害額が約 1.2 兆億
円となり、自給率が 60％代前半まで下落する
ことが明らかになった。つまり、規模拡大は
純輸入量の増加と生産量の減少を約 60 万ト
ン抑制する程度の効果しか持たないことが
明らかになった。 
 
(7)直接支払いの導入、規模拡大の推進およ
び関税の一定程度の維持という米戸別所得
補償制度の政策オプションについて政策シ
ミュレーション分析を行った結果、関税率が
200％の場合、平均作付規模が現状維持され
るならば、直接支払いの予算は約 1.7 兆円必
要となること、および平均作付規模が現在の
約 10 倍まで拡大されるならば、その予算は
約0.5兆円にとどまることが明らかになった。
また、関税率が 400％の場合、平均作付規模
が現状維持されるならば、戸別所得補償制度
に基づく直接支払いの予算は約0.7兆円必要
となること、および平均作付規模が現在の約
10 倍まで拡大されるならば、稲作経営は黒字
となるため、直接支払いによる所得補償を必
要としないことが明らかになった。 
 
(8)以上の政策シミュレーション分析の結果
を考察した結果、米戸別所得補償制度を再設
計するに当たっては、直接支払いの導入、規
模拡大の推進および関税の一定程度の維持
という政策オプションの組み合わせ、つまり

ポリシー・ミックスの視点が重要であること
が明らかになった。また、以上の政策オプシ
ョンのうち、関税の一定程度の維持が要とな
ることが明らかになった。さらに、米戸別所
得補償制度の予算制約を念頭に置いた場合、
関税率を下落させたとしても約 200％は維持
した上で、平均作付規模を現在の約 10 倍ま
で拡大し、約 5千億円の直接支払いを行うと
いう政策オプションが最適な組み合わせに
なることが明らかになった。 
 
(9)米以外の農畜産物についても本研究と同
様の計量分析を行うことが今後の研究課題と
して残されているが、現在議論が活発に行わ
れているTPP交渉だけでなく、さまざまな自由
貿易協定（FTA）の交渉についても、わが国の
臨み方と国内対応策の一案を示している点が、
本研究の意義として考えられるだろう。 
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